条件付き一般競争入札の実施について（公告・共通事項）

１　入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）に関する事項
　⑴　入札参加資格

　　　次に掲げる条件のすべてを満たす者であること。なお、入札参加資格の確認は、申請の期限の日現在の事実をもって行うものとする。

　　　ただし、同日において当該条件のすべてを満たしている者であっても、開札の日時までの間に当該条件を満たさなくなった場合は、入札に参加することができず、既に入札書を提出しているときは、当該者の入札は無効とする。

　　ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規定に該当しない者で、かつ、建設業法（昭和24年法律第 100号）第27条の23の規定による経営事項審査を受けている者であること。

　　イ　入札参加資格の確認の申請の期限の日からこの工事の開札の日までの間において、富山県から富山県建設工事等指名停止要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

　　ウ　会社更生法（平成14年法律第 154号）第17条の規定により更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第 225号）第21条の規定により再生手続開始の申立てがなされている者（これらの者のうち、建設工事の競争入札に参加する者に必要な資格等に関する要綱第10条第１項に規定する申請を行い、再度の競争入札参加資格の認定を受けたものを除く。）でないこと。
　　エ　条件付き一般競争入札の実施について（公告・個別事項）（以下「個別事項」という。）に定める条件のすべてを満たしていること。
　⑵　申請書及び添付書類の提出

　　ア　入札に参加を希望する者は、個別事項に定める申請書及び添付書類を提出すること。

　　イ　申請書及び添付書類の様式は、入札情報サービス（下記ＵＲＬからリンク）の「入札公告詳細」からダウンロードし、必要事項を記入すること。　　　　　　https://toyama.efftis.jp/portal/
　　ウ　提出期間

　　　　個別事項に定める期間
　　エ　提出方法

　　　　電子入札システムの申請書提出画面において、当該書類を添付して申請すること。

　　　　なお、個別事項において持参又は郵送による提出を認める場合は、提出期間の締切日までに必着すること。また、この場合において郵送によるときは、書留郵便等発送の記録が残る方法とすることとし、持参によるときは、受付は行うが、その場での審査は行わない。
　　オ　持参又は郵送による場合の提出場所
　　　　個別事項に定める場所

２　公告に関する質問等

1 　公告の記載内容についての質問は、電子入札システムの質問回答機能又は口頭により行うものとし、個別事項に定める期間において受け付けるものとする。
2 　前項の規定による質問及び当該質問に対する回答が他の者に影響を及ぼすと認めるときは、その概要を電子入札システムの質問回答機能で回答を掲載する方法により公表する。
３　入札参加資格の確認の通知

　　入札参加資格の有無の確認の結果は、個別事項に定める日までに電子入札システムにより通知する。

４　入札参加資格がないとされた者の理由の説明の要求
　⑴　入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、入札参加資格がないとされた理由について説明を求めることができる。
　⑵　⑴の理由の説明の要求は、説明を求める理由を記載した文書を持参することにより行うものとし、次のとおり受け付けるものとする。
　　ア　受付期間
　　　　個別事項に定める期間
　　イ　受付場所
　　　　個別事項に定める場所
　⑶　理由の説明の要求に対する回答は、説明を求めた者に対し、個別事項に定める日までに文書により行うものとする。
５　設計図書等の配付及び質問等
1 　個別事項に定める方法により設計図書等を配付するものとする。
2 　設計図書等に関する質問は、原則として電子入札システムの質問回答機能により行うものとし、個別事項に定める期間において受け付けるものとする。
3 　質問に対する回答は、原則として電子入札システムの質問回答機能により行うものとする。

4 　設計図書等に関する質問及び当該質問に対する回答については、個別事項に定める方法により、公表する。
６　入札期間等
　⑴　入札期間
　　　個別事項に定める期間
　⑵　開札の日時
　　　個別事項に定める日時
　⑶　開札の場所
　　　個別事項に定める場所
７　入札の方法等
　⑴　入札は、電子入札システムを使用する方法により行うものとする。

　⑵　落札者の決定に当たっては、電子入札システムにより提出された入札書の金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。

　⑶　入札回数は、１回とする。

８　工事費内訳書の提出
　⑴　電子入札システムの入札書提出画面において、入札書に記載する入札金額に対応した工事費内訳書を添付して入札すること。

　⑵　工事費内訳書の様式は、入札情報サービス（下記ＵＲＬからリンク）の「入札公告詳細」からダウンロードし、作成すること。　　　　https://toyama.efftis.jp/portal/
　⑶　工事費内訳書が提出されない場合、当該者の入札を無効とする。また、工事費内訳書の内容に不備がある場合、原則として当該者の入札を無効とする。
９　入札保証金に関する事項
　　入札保証金は、免除する。
10　入札の無効に関する事項
　　次に掲げる入札は、無効とする。

　⑴　虚偽の申請により入札参加資格を得た者のした入札

　⑵　入札心得（電子入札・予定価格事前公表試行工事）第６条各号のいずれかに該当する入札
　⑶　１の⑴のただし書に規定する場合に該当する入札
11　落札者の決定方法
　　富山県企業局の契約に関する規程（昭和63年富山県公営企業管理規程第５号）第25条の規定により定めた予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札者とする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める者を落札者とする。

(1) 落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認める場合　予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札した者
(2) 当該契約の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認めるときであって、あらかじめ最低制限価格を設けた場合　予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をもって入札をした者

12　契約保証金に関する事項

　　契約保証金は、入札心得（電子入札・予定価格事前公表試行工事）第10条の規定による。

13　配置予定技術者の確認
　⑴　受注者から現場代理人等届が提出された際に、ＣＯＲＩＮＳ等により現場代理人及び主任（監理）技術者の適正配置の確認を行う。
　⑵　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる場合は、専任配置が可能で、かつ、受注者と３箇月以上の継続的な雇用関係にあるか否かの確認を行う。
　⑶　⑴及び⑵の規定による確認の結果、現場代理人又は主任（監理）技術者の配置が適正でないと認めるときは、契約の解除若しくは指名停止又はその両方を行うことがある。

14　その他

　⑴　当該工事の入札の執行等に当たっては、この公告及び個別事項に定めるもののほか、地方自治法（昭和22年法律第67号）その他の法令、富山県企業局の契約に関する規程、関係法規及び入札心得の定めるところによる。

　⑵　入札参加資格確認申請書その他の入札に参加するに当たって提出を求める書類（以下「申請書等」という。）の作成に要する費用は、申請者の負担とする。

　⑶　提出された申請書等は、当該工事に係る入札以外の目的には使用しない。
　⑷　提出された申請書等は、返却しない。
　⑸　やむを得ない理由があるものとして承認した場合以外は、申請書等の差替えを認めない。
　⑹　入札書を提出するに当たっては、２の公告に関する質問等及び５の設計図書等に関する質問等の内容を確認すること。
　⑺　その他不明な点についての問合せ先は、個別事項に定める。
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